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インターネット時代のチャネル管理

均衡と厚生

成生達彦・王海燕・中山雄司

　本稿では，空間的競争モデルを用いて，独占的生産者がインターネット販売チャネル（以下では
「ネットチャネル」と略す）を導入するための条件，およびそのことが消費者の厚生や経済厚生に及ぼ

す効果について検討する．主要な結論はまず第1に，消費者の移動費用が高く，かつネットチャネル

の配達費用が低い場合に，生産者はネットチャネルを導入するというものである．第2に，当初すべ

ての消費者が財を購入していた状況では，ネットチャネルの導入によって消費者厚生は悪化する．一

方，当初一部の消費者が財を購入できなかった状況では，配達費用がある程度高ければ，ネットチャ

ネルの導入によって消費者厚生は向上し，このときにはいかなる消費者の厚生も減少しない．第3に，

ネットチャネルの配達費用が低い場合には，その導入は経済厚生を向上させる．そして最後に，配達

費用がある程度高い場合には，ネットチャネルの導入はパレートの意味での改善となる．

JEL　CIassification　Codes：L11，　L12

1．序論

　1990年代の中盤以降，情報技術の発展に伴
い，インターネットの個人利用が普及し，それ

を媒介とした商取引が急増している．経済産業

省の「平成18年度電子商取引に関する実態・

市場規模調査」によれば，我が国の電子商取引

の市場規模（BtoBとBtoCの合計）は，2006
年の時点で152兆円となっている．また，電子

商取引の売上高全体に占める割合（EC化率）は，

米国の4．37％（BtoC）に対し，日本は2．03％

となっている．

　消費財の電子商取引の担い手には，店舗を持

たずにネット販売のみを行なう業者が多数存在

するが，近年，実際に店舗を持つと同時にネッ

ト上に仮想店舗を開設し，店舗販売とネット販

売を併用している業者も増えてきている．本稿

では，実際の店舗を持つか否かにかかわらず，

ネット販売を行なう業者を「ネット業者」と呼

ぶ．このようなネット業者と店舗業者が併存す

る状況において，生産者がどのようにチャネル

を構築し，それをコントロールするか？　また，

そのことが消費者厚生や経済厚生にいかなる影

響を及ぼすか？　本稿では，これらの点につい
て検討する．

　先行研究としては，店舗業者と通販業者との

競争を分析したBalasubramanian（1998）や
Bouckaert（2000），店舗業者とネット業者の競

争を論じた中山（2003），さらには店舗販売とネ

ット販売を併用する業者の店舗展開や品揃えを

分析した王・成生（2008）などがある．また，生

産者の立場からネットチャネルの導入・管理を

論じた研究としてはChiang，　Chhajed　and　Hess

（2003），Kumar　and　Ranran（2006），　Nakayama

（2007）などがある．これらの論文は，生産者が

ネットチャネルを導入するための要因を分析し

ているが，初めの2編はそのことが経済厚生に

及ぼす効果についてはふれていない．一方
Nakayama（2007）は，ネットチャネルの導入が

社会厚生の低下をもたらす可能性を示している

が，そこでは店舗業者に対する出荷価格がネッ

トチャネルの導入前後で変わらないと想定され

ている．しかしながら，この想定は必ずしも説

得的ではない．本稿では，この想定を外した上

で，生産者がネットチャネルを導入するための

条件，およびそのことが消費者厚生や経済厚生

に及ぼす効果について検討する．

　主要な結論は，まず第1に，消費者の移動費

用が高く，かつネットチャネルの配達費用が低

い場合に，生産者はネットチャネルを導入する

というものである．第2に，当初すべての消費

者が財を購入していた状況では，ネットチャネ

ルの導入によって消費者厚生は悪化する．一方，

移動費用が高いために当初一部の消費者が財を

購入できなかった状況では，配達費用がある程

度高ければ，ネットチャネルの導入によって消

費者厚生は向上し，このときにはいかなる消費

者の厚生も減少しない．第3に，ネットチャネ
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ルの配達費用が十分低い場合には，その導入は

経済厚生を向上させる．そして最後に，配達費

用がある程度高い場合には，独占的生産者によ

るネットチャネルの導入はパレートの意味での

改善となる．

　以下の構成は次の通りである．まず聖節では

モデルを提示し，ネットチャネルを導入する前

の店舗業者のみが存在する状況を分析する．3

節では，ネットチャネルを利用可能な状況を検

討し，その導入条件を明らかにする．4節では，

ネットチャネルの導入が消費者余剰や経済厚生

にいかなる影響を与えるかを説明する．5節で

は，簡単な要約の後に，経験的含意を述べる．

2．モデル

　線分［0，！］の両端に店舗ゴ（∫＝0，1）があり，

その間に消費者が密度1で一様に分布している

とする．単純化のために，独占的生産者は限界

費用ゼロで財を生産し，当初は2入の店舗業者

を介して財を販売するものとする．この際，生

産者は小売業者からフランチャイズ料を徴収で

きないとする1）．インターネットの普及に伴い，

ネット業者が登場する．彼らは，一定の配達費

用τを負担して財を販売する2），

　地点躍∈［0，1］にいる消費者が，店舗かまた

はネット業者から1単位の財を購入することか

らの利得は

　　　　　〃。＝π一力。一月

　　　　　η、＝π一ρ、一’（1一∬）　　　（1）

　　　　　かθ＝％一力ε

と表される．ここで，〃‘は消費者が店舗業者ゴ

から購入する場合の利得，〃。はネット業者か

ら購入する利得である．またπは留保価格で，

単純化のために，すべての消費者が同じ留保価

格によって特徴づけられるものとする．さらに，

かは店舗∫の小売価格，ρ，はネット業者の（配

達費用丁込みの）小売価格，’／2は単位距離あ

たりの移動費用である．いずれの業者からも財

を購入しない場合の消費者の利得をゼロとし，

max｛”o，θ1，θ。｝≧0であれば，彼は利得の大き

い販売業者から財を1単位購入する．

　意思決定のタイミングは次のとおりである．

第1段階では，生産者がネットチャネルを導入

するか否かを決めると同時に，出荷価格を設定

する．それを受けて第2段階では，各販売業者

が小売価格を設定する．この節では店舗業者の

みが存在する場合を，3節ではネット業者も併

存する状況を検討する．
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　まずはじめに，2人の店舗業者のみが存在す

る状況での消費者の店舗選択について検討する．

（1）式より，

　　η。＝0　　⇒灘。≡（％一ρo）／’

　　〃、＝0　　⇒∬、≡（’国力1一勿）／’

　　勿。＝z／1＞0⇒∬＊≡　（1）1一力。十’）／（2’）

を定義すれば，消費者の店舗選択は次のように

表される：

　　が　諮≦min｛』30，∬＊｝≡…鉱　　店舗業者0より購入

　　げ　∬≧max｛∬、，♂｝≡島，店舗業者1より購入

　　げ　蜘く謬く銑，　　　　　購入しない．

　この状況で，店舗1の価格ヵ、を所与とすれ

ば，店舗0の需要関数は

⑳＝蜘＝

0

（κ一ρo）／’

（ρ一力。＋の／（2の

1

で与えられる3）．

ρo＝％一’（10

　＝カ1十’一2’σoげ

であり，点P々（σ8＝（’十ρ1一〃）／ちρ8＝2〃一ρ1

一のにおいて屈折する．また限界収入関数は
　ノレ∫1～＋＝z4－2’（～o　　乏ブ　　0＜（～o≦　（渉十悪）1－zづ）／’

　M尺一＝ヵ、＋’一蜘。ヴ　（什ρ、一π）／’≦9。＜1

で，σ8でジャンプする．屈折点の値お＝（什

ρ1一π）／’を⊥式に代入すれば，ジャンプの両

端は

〃zプ＋＝z6－2（’十ρ1－z6）　＝3z4－2’一21）1

〃zγ｝＝≠）ゴ十一’一4（’十ρ一π）　＝4z4－3’一3ヵ1

と計算される．店舗0の逆需要曲線と限界収入

曲線は図1に示される4）．

　店舗業者0は，他の店舗業者1の価格ヵ1を
所与として，自らの利潤を最大にするように，

小売価格ヵ。を設定する．いま，仮に出荷価格

ωが〃zγ＋よりも高ければ，（2）式の需要関数の

もとで，店舗業者0の意思決定問題は
Maxシ。＝（カー”）σo＝（カー卿）（％一ρo）／’，

ω．7．’．ρoゆγ9漉〃　ω

と定式化される．この問題の極大化条件より，

小売価格は
　　　　　　　1）o＝　（％一トzo）／2　　　　　　　　（3－1）

で与えられる．店舗業者1についても同様であ

る．また，このときの販売量および利潤は表1

の第1列にまとめられている．この状況では，

各店舗業者の商圏は互いに分離しており，一部

の消費者は財を購入しないことになる．この状

態を「分離均衡」と呼ぼう（図2を参照のこと）．

　　　ゲ　％〈ρo

　　　が　　2π一1）星一’＜ρo≦z4

　　　zア　　ρ1一’＜∫）o≦2z4一メ）1一’

　　　げ　ρo≦ρ1ゴ

　　　　　　　　　　　（2）

このとき，逆需要関数は

げ0＜9。≦（’十ρ1一％）／’

　　（’十ρ1一π）／’≦σ。＜1
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図1．店舗Oの逆需要曲線と限界収入曲線
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表1．小売段階における均衡

分離均衡s キンク均衡κ 競争均衡C

ρ （％＋〃）／2 μ一〃2 ”十‘

α
（z4一ω）／（2’） 1／2 1／2

〃 （24一”）2／（4の （2μ一’一2ω）／4 ’／2

成立条件 〃一’＜zo 衡一3’／2≦”≦π一’ 卿くπ一3’／2

v

Voα）

分離均衡

零

Vl（x）

図2．3種類の均衡

κ0 Xl

v

キンク均衡

Vo（κ）

　　販売量）は逆需要曲線の屈折点ρo＝2π一

　　ヵ1一’で設定される．このようなキンク

　　均衡は，ヵ、の水準に応じて多数存在す

　　るが，以下では簡略化のために，対称均
　　衡（ρo＝ρ1）を想定する5）．また，この状

　　況での小売価格，各店舗業者の販売量お

　　よび利潤は表1の第2列にまとめられて
　　いる．この状況ではすべての消費者が財
　　を購入する．さらにρκ＝％一’／2である

　　から，キンク均衡の成立条件は

　　　駕ズ≦卿≦勉7＋
90　　　　　　⇒4％一3’一31）1≦　zo≦3z4－2’一21）1

　　　　⇒z4－3’／2≦zo≦％一’　　　　　　　（4）

　　で与えられる．ここで，上付き添え字
　κはキンク均衡を示す．

　　最後に，出荷価格がω＜〃z7一の水準に

　設定されるならば，小売段階では「競争均

　衡」が成立する．このときの店舗業者0の

　意思決定問題は，（2）式の需要関数のもと

　　　　　　　　で
　　　　　　　　　Maxシ。＝（ρo一ω）σo

　　　　　　　　　　＝（ρo一ω）

v1（κ）

v

yo（κ）

競争均衡

寧

Vl（x）

　　の
κ0＝κ＝X艮

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　XO　　　　　　　　　　　　Xl
いま，ヵ5＝（四十卿）／2に留意すれば，その成立

条件は

　　　〃¢γ＋＝3z4－2’一（ルートzo）　＜zo

　　　　⇒π一’＜卿
で与えられる．ここで，

段階が分離均衡であることを示す．

（3－2）

上付添え字5は小売

　次に，出荷価格が〃z7一≦卿≦〃zプ＋の水準に

設定されるならば，小売段階では「キンク均

衡」が成立する．このとき，小売価格（および

第3列にまとめられている．

ての消費者が財を購入する．

り，競争均衡の成立条件は
　　z｛ノ＜〃z7一⇒z〃〈4z6－3’一3（zo十’）

　　　　　　　⇒zo＜　z4－3’／2　　　　　　　　（5－2）

で与えられる．

　　　（カ、一ρ。＋の／（2の，

勿．7．ゆ。，

知7σ勿θηカ1andω

と定式化される．この問題

の極大化条件より，反応関

数
≠）o（1）1）　＝＝　（zo一←’十」ク1）／2

が導かれる．同様に，店舗

業者1の反応関数は
ρ1（ρo）冨（”十’十力。）／2で

ある．したがって，各店舗

業者の小売価格は
　　　ρc＝zo十’　　（5－1）

で与えられる．ここで，上

付き添え字Cは競争均衡
を示す，また，このときの

販売量および利潤は表1の

　　　　この状況でもすべ

　　　　さらに（5－1）式よ

生産者の意思決定

　前述の店舗業者の行動を考慮した上で，第1
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表2．第1（生産）段階における均衡

店舗のみ

分離均衡5 キンク均衡κ
ネットチャネルの導入ノ〉

”
π／2 ％一’ κ一：r

卿θ ｝ 一
π一丁

ρ 3〃4 π一’／2 π一7ソ2

ρθ

一 一 π

σ 〃（4’） 1／2 T／（2’）

σθ

一 一
（卜丁）／’

∬ κ2 ^（4の ㍑一’ ％一7「

〃 〃2^（16’） ‘／4 T2／（4の

〃¢

一 一
0

CS π2^（16の ’／4 T2／（4’）

TS 7κ2／（16’） π一〃4 π一：r＋3T2／（4の

成立条件 π〈2オ μ＞2’
π〉τ，’＞T　（キンク）

s＜π一％2／（4の　（分離）

段階において，生産者は自らの利潤を最大にす

るように出荷価格を決定する．分離均衡を前提

とすれば，表1の第1列より，生産者の意思決
定問題は，

　Maxπ3＝2鰐＝ω（z4一ω）／’，ω．γ．’．卿，

　s．’．％一’≦卸≦％

と定式化され，る．この極大化条件より，出荷価

格は

　　　　　　　　zo3＝z6／2　　　　　　　　　　（6－1）

で与えられる．また，このときの小売価格，店

舗業者の販売量，利潤および生産者利潤は表2

の第1列にまとめられている．さらに，小売段

階で分離均衡が成立するためには，

　　　　z4一’＜zo3＝z4／2⇒z6＜2’　　　（6－2）

が必要である．したがって，分離均衡では
σ5＝z4／4’＜1／2となる．

　キンク均衡を前提とすれば，表1の第2列よ

り，生産者の意思決定問題は，

　　　MaxπK＝2凋K＝卿，卿．7．’．卸，

　　　s．’．z6－3’／2≦zo≦z6一’

と定式化される．ここでゴπK／伽＝1＞0であ

るから，出荷価格は
　　　　　　　z｛ノκ＝z6一’　　　　　　　　　　（7－1）

で与えられる．すなわち生産者は，出荷価格を

キンク均衡が成立する範囲の上限に設定するの

である，また，このときの小売価格をはじめと

する諸変数の値は表2の第2列にまとめられて
いる．

　競争均衡を前提とすれば，表1の第3列より，

生産者の意思決定問題は

　　　Maxπc＝2瑚。＝ω，ω．プ．’．ω，

　　　∫．’．0≦zo＜z4－3’／2

と定式化される．ここでゴπc／伽＝1＞0であ
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るから，出荷価格はz〃。→π一3〃2となり，

2〃∈［0，％一3’／2）の範囲には存在しないこと

になる6）．

　ここで，分離均衡の成立条件（π〈2のが

満たされるならば，

　　　　π5一πK＝z62／4’一（κ一の

　　　　＝　（2～「一π）2／4’＞0

であるから，生産者は分離均衡を選択する．

逆に，π＞2’であれば分離均衡は成立しない

から，キンク均衡が実現する．それゆえ，次

の命題が成立する．

　命題1：フランチャイズ料を徴収できない生

　産者は，仮にπ〈2’であれば，出荷価格を

　が＝π／2に設定し，分離均衡を選択する．

逆に％＞2’であれば，生産者は出荷価格を
勿κ＝κ一’に設定し，（競争均衡ではなく）キン

ク均衡が実現する．

　この命題は次のように説明される．フランチ

ャイズ料を徴収できない生産者の利潤は，出荷

価格に販売量を乗じた額である．消費者の移動

費用が高い場合，出荷価格を大幅に引き下げて

（このことは小売価格の低下を導く）すべての消

費者に販売するよりも，高い出荷価格のもとで

一部の消費者に販売した方が利益が多くなるの

は当然である．また移動費用が低く，すべての

消費者に販売する場合でも，出荷価格が高い方

は利益が多くなる．したがって生産者は，出荷

価格を引き下げて競争均衡（このときでも販売

量は1である）を選択することはせず，出荷価

格をキンク均衡が実現する範囲の上限に設定す

るのである．

3．ネットチャネルの導入

　この節では，店舗業者とネット業者が併存す

る状況における生産者のチャネル管理について

検討する．この際，仮にκ＜Tならば，配達
費用7を補填するネット価格（ρθ〉τ）のもと

ではρθ〉πとなるから，誰も財を購入しない．

それゆえ，以下では

　　　　　　　　T＜％　　　　　　　（8）
を想定する．また単純化のために，複数のネッ

ト業者が存在するものとする7）．この状況では，

彼らの問のベルトラン的な価格競争の結果，ネ

ット価格は

　　　　　　　カθ＝zoθ一1－7、　　　　　　　　　　　（9）

に設定される8）．ここで，既はネット業者向け
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図3．ネットチャネルを利用できる状況での市場の分割
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注）仮に店舗業者0が価格をP。以下に設定すれば，ネット業者の販売量はゼ

　ロとなる．

の出荷価格である．また，ρ。≦％でなければ誰

もネット業者から購入しない．それゆえ以下で
は，

　　　　　　　既≦π一丁　　　　　　（10）

を想定する．

店舗業者の行動

　店舗業者1の価格かおよびネット業者の小
売価格ヵ、を所与として，店舗業者0の意思決

定について検討する．消費者がそれぞれの販売

業者から財を購入することからの利得は（1）式

で与えられ，る．ここで，

　　　η1＝”，⇒灘f≡（’十ρ1一力θ）／’

を定義する．仮にρ。≧ρ、＋’であれ’ば，すべて

の消費者にとって彷≧oθとなるから，ネット

業者の販売量はゼロである．以下ではヵ、＜ヵ、

＋’，すなわち躍f＞0を想定する（図3を参照の
こと）．

　この状況では，店舗業者0の需要関数は

　　　　0　　　　　　　　ゲ　ρ，〈カ。

　　．　（ρ一ρo）／’　　　げ2ρ。一ρ一’〈ρ。≦カ，
σo＝∬o＝　　　　（ρ1一ρo十’）／（2’）　　び　　ρ1一’＜1）o≦2ρβ一ρ1一’

　　　　1　　　　　　　　げ　ρo≦ρ1一’

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（11）

で与えられる．また，店舗0の逆需要関数は

カ。ニカ。一’σ。　　が0＜9。≦（’十力1一ρ。）／’

　＝1）1一ト～ケー2’（10　が　　（’十1）1一ρθ）／’＜σo＜1

であり，点（σ82＝（什ρ1一ヵθ）／ちρ8θ＝2ルーρ1一

のにおいて屈折する．さらに限界収入は
　ハ4R＋＝カ、一2’α。ゲ0＜α。≦（’十力一力θ）／’

　』4rR一＝1）1十’一4’（～o　　が　　（’十ρ一ρθ）／’＜90＜　1

で，g8θでジャンプする．ここで屈折点の値σ8β

を上式に代入すれば，ジャンプの両端は

と定式化される．

反応関数は
　　　　　ヵ。（ρθ）＝（ρ、＋卿）／2　　（12－1）

で与えられる，また，このときの販売量および
利潤は，

　　　　　（10（1）θ）　＝　（ρθ一z〃）／（2～つ　　　　（12－2）

　　　　　3！o（ρθ）　ニ　（1）θ一卸）2／（4’）　　　　（12－3）

と計算される．店舗業者1についても同様であ

る．さらに，小売段階でこの状況が成立するた

めの条件は
　　〃zγ＋　＝　2カθ一zo－2’　＜　z4ノ

　　⇒1）θ一’＜z〃　　　　　　　　　　　　　　　　　　（12－4）

で与えられる．逆に，この条件が満たされない

場合にはネット業者の販売量はゼロとなる。

〃z7＋＝1）θ一2（’十ρ1一ヵθ）　＝31）g－2’一2ヵ1

〃z7一＝ρ1十’一4（’十1）1一ρ9）　＝4ρθ一3’一3ρ1

と言十算される．

　店舗業者0は，店舗業者1の価格
ρ、およびネット価格ρ、所与として，

自らの利潤を最大にするように小売価

格ρ。を設定する．仮に生産者が出荷

価格卿を灘＋より低く設定したとす
れば，ネット業者の販売量はぜロとな

る9）．したがって，以下ではω〉〃z7＋

とする．このとき，（11）式の需要関数

のもとで，店舗業者0の意思決定問題
は

Maxシ。＝（カ。一ω）σo＝（ρo一ω）（ρθ一ρD）／‘，

zo．7．’，カ。　／b7ρ勿θπzo　andρθ

　　　　この問題の極大化条件より，

生産者の意思決定

　前述した販売業者の行動に留意すれば，第1

段階における生産者の意思決定問題は，（9），

（10）および（12）式より，

MaxπN＝勿（σo十σ1）十ω、（1一σo一σ1）

　　　　＝zoθ十（zoθ一zo）（zoθ十τ一zo）／（2’）

　zo．7．’．　zo　and　zo召

∫．’．zoθ≦z6－7「　and　　躍ε十丁一’＜zθ　　（13）

と定式化される（上付き添え字Nは，ネットチ

ャネルが導入されていることを示す）．ここで

留意すべきことは，2〃。≠卿の場合には，販売

業者間で財の転売が生じるかもしれないという

ことである10）．それを防ぐためには，両者に対

して同じ出荷価格（z〃r〃。）を設定する必要が

ある．このとき，（13）式の最後の制約式はT

＜’と改められ，意思決定変数を含まなくなる．

これらのことに留意すれば，生産者の意思決定

問題は，（13）式でω＝観とおくことより，
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MaxπN＝砺ω．7．’．既，　s．’．卸θ≦％一7’「，

と改められる．ここで4πN／伽。＝1＞0である

から，出荷価格は
　　　　　　zo診「＝zが〉＝z4－T　　　　　　（14－1）

で与えられる．また，このときの各販売業者の

小売価格，販売量，利潤および生産者の利潤は，

表2の第3列にまとめられている．

　ネットチャネルの導入によって，生産者の利

潤はいかに変化するか？　導入前の小売段階が

キンク均衡の状況では，ネットチャネルの導入

が生産者の利潤に及ぼす効果は，

　　πN一πκ一％一丁一（z4一’）＝’一7’

と計算される．したがって，仮にT〈オであれ

ば，生産者はネットチャネルを導入する．逆の

場合には，ネットチャネルを導入しないことに
なる．

　一方，導入前の小売段階が分離均衡の状況で
は，

　　　　πハ「一π5＝z4一：τ「一銘2／（4’）

であるから，仮にπ一％2／（4の＞Tであれば，

生産者はネットチャネルを導入することになる．

それゆえ，次の命題が導かれる，

命題2：ネットチャネル導入前に，小売段階で

キンク均衡が成立していた状況では，仮に
T＜％かっT＜’ならば，生産者はネットチャ

ネルを導入する．他方，導入前の小売段階が分

離均衡の状況では，ネットチャネルの配達費用

丁がある程度高ければ（π一％2／4オ＜T＜の，生

産者はネットチャネルを導入しない．

　この命題の成立は次のように説明される．小

売段階でキンク均衡が成立していた状況では，

導入の前後で販売量が一定であることに留意す

れば，T＜’のもとで導入後の出荷価格が導入

前より高く設定されるため（バ＝％一丁〉π一’

＝が），生産者はネットチャネルを導入する．

一方，分離均衡が成立していた状況では，ネッ

トチャネルを導入することの生産者の利益は，

導入前に財を購入しなかった消費者に販売する

ことにある．この利益は，ネット業者に対する

出荷価格（2げ＝％一7■）に新たな販売量（1一

％／2のを乗じた額である．この額は，配達費用

丁が高くかつ移動費用’が低ければ少なくなる．

他方，導入前に購入していた消費者に対する出

荷価格はz〃r〃、の制約のため，仮に％＜2Tで

あれば，ωs＝π／2からωN＝π一丁へと下落す

る．この損失は，配達費用丁が高くかつ移動
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費用’が低いほど多くなる。

　実際，経済産業省（2007）の調査によれば，我

が国のEC化率はオンラインでの宿泊・チケッ

トの予約・販売を行う宿泊・旅行業で2．18％

と高くなっている（市場規模5080億円）．この

ことは，商品の品質の不確実性が小さく，配達

費用丁が相対的に低いということから説明さ
れ，る．

4．経済厚生

　この節では，ネットチャネルの導入が消費者

余剰および経済厚生に及ぼす効果について検討
する．

4．1消費者余剰への効果

　まずはじめに，ネットチャネルの導入が消費

者の厚生に及ぼす効果を分析する．消費者余剰

CSは
　　cs一（・一ぬ＋・∬（・一・一一

と定義される．ここで，zは消費者と店舗の問

の距離Zは店舗の商圏の長さである．また，

上式の第1項はネット業者から購入する消費者

の余剰，第2項は店舗業者から購入する消費者

の余剰である．ネットチャネル導入前後の消費

者余剰は，それぞれ
　　　　　　css＝z62／（16’）　　　　　　　（15－！）

　　　　　　CSκ＝’／4　　　　　　　　　　　　（15－2）

　　　　　　CSN　；7「2／（4’）　　　　　　（15－3）

と計算される．

　いま，導入前にキンク均衡が成立していた状

況では，ネットチャネルの導入が消費者余剰に
及ぼす効果は，（15－2）一（15－3）式より

　　　C8」v－CSK＝　（7「2－z｝2）／（4’）　＜0

と計算される．したがって，導入条件（T＜の

のもとではネットチャネルの導入は消費者余剰

を減少させる．一方，導入前の小売段階が分離

均衡の状況では

　CS2v－CS5＝7「2／（4’）一％2／（16’）

　　　　　　＝（27、一z6）（27「十z4）／（16’）

である．したがって，配達費用丁がある程度

高い場合には（27’〉π），消費者余剰が増加す

ることになる．以上の議論から，次の命題が導

かれる．

命題3：導入前の小売段階でキンク均衡が成立

していた状況では，ネットチャネルの導入によ

って消費者厚生は悪化する．導入前の小売段階
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で分離均衡が成立していた状況では，仮に配達

費用がある程度高ければ（2T＞め，ネットチ

ャネルの導入によっていかなる消費者の余剰も

減少しない．

　この命題の前半部分は，ネットチャネル導入

後に新たに財を購入する消費者の余剰がゼロで

あり，またネットチャネルの導入によって店舗

価格が上昇することに留意すれば，容易に理解

することができる．実際，導入前の小売段階が

キンク均衡の状況では，T＜’のもとで
　　　1）κ＝　z4一’／2＜　z6一τ／2＝＝1／v

であるから，ネットチャネルの導入によって店

舗価格は上昇し，店舗の商圏も狭くなる．それ

ゆえ，消費者余剰は減少する．

　一方後半部分は，配達費用が高いという意味

でネットチャネルの効率が悪いとき，（独占的

生産者による）その導入が消費者余剰を増加さ

せるという，やや逆説的な主張であるが，この

ことは次のように説明される．まず．はじめに，

ネットチャネル導入前の小売段階で分離均衡が

成立していた状況では，フランチャイズ料を徴

収不可能なために二重マージンが生じ，小売価

格が高く設定され，ていたことに留意しよう．導

入後は，仮に配達費用：τ’が高ければ，卿’＝π

一7’より，導入後のネット業者向けの出荷価

格が低下する．また，転売防止のための条件
ω’＝卿Nより，生産者は店舗業者に対する出荷

価格も低く設定しなければならない．それゆえ，

店舗価格も低くなる．実際，仮に27「〉％であ

れば，

　　　　1）s＝3z4／4＞z6－7「／2＝1／v

となるから，店舗価格はネットチャネルの導入

によって低下する．その結果，店舗の商圏は
％／（4のからτ／（2のへと拡大するのである．

したがって，導入前に店舗から購入していた消

費者は，導入後も店舗から購入するから，店舗

価格の低下によって余剰が増える．のみならず，

当初は購入しなかった消費者の一部も店舗から

購入できるようになり，正の余剰を得ることが

できるようになる．さらに，導入後にネット業

者から購入する消費者の余剰はゼロであるが，

ネットチャネルの導入によって減少するわけで

はない．ここで，配達費用7’が高いほど，導

入後の店舗価格が低く，店舗の商圏が広くなる

ことに留意すれば，ネットチャネルの効率があ

る程度悪い場合には，いかなる消費者の余剰も

減少しないことが理解できよう．逆に，配達費

用が低いときには，導入後の出荷価格ωNが高

く設定されるため，店舗から購入する消費者の

余剰が減少する．

4．2経済厚生への効果

　この小節では，ネットチャネルの導入が経済

厚生に及ぼす効果を検討する．経済厚生（総余

剰）は生産者の利潤，販売業者の利潤および消

費者余剰の総和である．ただし，出荷価格や小

売価格の水準は総余剰に影響を与えない，した

がって以下では，総余剰を

　　四一〃（（70十｛71→一（1θ）一丁⑳一2∬融

によって定義する．上式の第1項は財を購入し

た消費者の効用，第2項はネット業者の総配達

費用，第3項は消費者の店舗への移動費用であ

る．ネットチャネル導入前後の総余剰は，

　　　　　τss＝7z42／（16’）　　　　　　　　　（16－1）

　　　　　τSκ＝z6一’／4　　　　　　　　　　　　（16－2）

　　　　　コ【Slv＝＝π一7「十3τ2／（4’）　　　（16－3）

と計算される．

　いま，導入前にキンク均衡が成立していたと

すれば，（16－2）一（16－3）式より，総余剰の変化

は

τSlv－7「Sκ＝z4－2【十37「2／（4’）一（z6一’／4）

　　　　　　＝（37、一’）（T一’）／（4’）

と計算される，ここで，ネットチャネルの導入

条件（T＜のを考慮すれば，

　　　　TSN…ミ：τ’SK　ゲ　7’葦’／3

が導かれる．すなわち，配達費用丁が消費者

の移動費用と比べて低い場合には，ネットチャ

ネルの導入によって総余剰は増加する。

　次に，導入前に分離均衡が成立していたとす

れば，総余剰の変化は
TSハ「一コ【S5＝z6－7’十3コ「2／（4’）一7z62／（16’）

　　　　　＝z4一コP－z62／（4’）

　　　　　　十3（27Lπ）（27「一トz4）／（16’）

と計算される．ここで，ネットチャネルの導入

条件π一丁一％2／（4の＞0を考慮すれば，配達

費用が高い場合（％／2＜T）でも，総余剰が増

加することが分かる．それゆえ，次の命題が導

かれる．

命題4：導入前の小売段階でキンク均衡が成立

していた状況では，移動費用が高くかつ配達費

用が低い場合（T＜’／3），ネットチャネルの導

入によって経済厚生は改善される．逆の場合に

は，経済厚生は悪化する．導入前の小売段階で
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図4．導入前後における経済厚生の変化（分離均衡）
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分離均衡が成立していた状況では，配達費用が

ある程度高い場合でも（2T＞の，導入によっ

て経済厚生は改善される．

　この命題の前半部分は，「店舗システムの効

率が悪いとき，効率の良いネットチャネルの導

入が経済厚生を改善する」という当然の主張で

ある。他方，後半部分は，ネットチャネルの効

率がある程度悪い場合でも，その導入によって

総余剰が増加するという興味深い主張になって

いる．

　小売段階で分離均衡が成立していた状況でネ

ットチャネルの導入が経済厚生に影響を及ぼす

ルートは2つある．1つは販売量の増加であり，

当初店舗業者から財を購入しなかった消費者が，

導入後にはネット業者から購入できるようにな

る．このことは総余剰を増やす効果を持ち，そ

の程度は移動費用’が高く（このことは財を購

入できない消費者が多いことを意味する），か

つ配達費用：rが低い（このことは新たな財の販

売からの余剰％一7’が大きいことを意味する）

ほど大きくなる，もう1つのルートは，ネット

チャネルの導入によって店舗業者の商圏が変化

することにもとつくものである．導入後の店舗

価格が導入前よりも高く設定される場合（2：τ’

＜π），店舗の商圏が縮小し（ゲ＝7ソ（2のくπ／

（4の＝ゲ），店舗までの移動費用の方（7ソ2）が

配達費用7’よりも低い消費者がネット業者か
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　　　　　　　　　ら財を購入するため，移

　　　　　　　　　動・配達費用の無駄が生じ

　　　　　　　　　るのである．このことは総

　　　　　　　　　余剰を低める効果を持つ．

　　　　　　　　　しかしながら，7「が高く

　　　　　　　　　なれば（2T＞π），導入後

　　　　　　　　　の店舗業者の商圏7ソ（2の

　　　　　　　　　は導入前の商圏％／（4のよ

　　　　　　　　　りも広くなる．このときに

　　　　　　　　　は，導入前に店舗から購入

　　　　　　　　　していた消費者は導入後も

　　　　　　　　　店舗で購入し，導入前に購

　　　　　　　　　入しなかった消費者のみが

　　　　　　　　　ネット業者から財を購入す

　　　　　　　　　る．それゆえ，移動・配達

　　　　　　　　　費用面での無駄が生じない

　　　　　　　　　ため，総：余剰が増えるので

　　　　　　　　　ある．

　　　　　　　　　　当初分離均衡が成立して

　　　　　　　　　いた状況での議論は，次の

ように説明することもできる（図4を参照のこ
と）．いま，

　　　　α≡7ソ’，andろ≡z4／（2’）

と定義すれば，本稿の想定のもとでは0＜α〈1

かつ0＜ろ＜1である．この定義を用いれば，τ

＝α’および〃＝2配であるから，当初分離均衡

が成立していた状況におけるネットチャネル導

入の総余剰への効果は
　　7「S2v－7「ss＝2ろ’一α’一ト3（α’）2／（4’）

　　　　　　　　一28（ろ’）2／（16’）

　　　　　　　＝4’（8δ一4α十3α2－7δ2）

と表される．ここで’＞0であるから，g（α，∂）

＝8δ一4α＋3α2一乃2と定義すれば，∬N蚕
τs㍉プァg（α，δ）蚕0である．この関数g（α，の

は，αの凸関数であると同時にろの凹関数であ
り，鞍点は（2／3，4／7）である．

　また，ネットチャネルの導入条件π一％2／4’

一丁＞0は，

　　　1z（α，う）　＝2δ一ろ2一α＞0⇒

　　　1一（1一α）1／2＜δ＜1＋（1一α）1／2

となる．ここで，1十（1一α）1／2＞1であるから，

導入前の小売段階で分離均衡が成立していた状

況で，生産者がネットチャネルを導入するパラ
メータの領域はD≡1一（1一α）1／2＜δ＜1，0＜α

＜1によって表わされる。いま，領域Dにお
いてg（α，ろ）＝0を満たす軌跡を求めれば
　　　ろニ　［4＝F（16－28α一ト21α2）1／2］／7

を得る．ここで，
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　1一（1一α）1／2＞　［4一（16－28α十21α2）1／2］／7

であるから，ろ＝［4一（16－28α十21α2）1／2］／7を

満たす軌跡は，領域Dに含まれない．それゆ

え，領域Dにおいては
7「S」v≡垂　7「Ssが6ミi［4一←（16－28α十21α2）1／2］／7

が成立する．

　これまでの議論から，配達費用丁が低いと

いう意味でネットチャネルが効率的であれば，

導入によって販売量が増加する効果が移動・配

達費用面での無駄を上回るため，総余剰が増加

する．配達費用7’がある程度高くなると，販

売増の効果は小さくなるが，移動・配達費用面

での無駄も減少する．Tがさらに高くなれば

販売増の効果は一層小さくなるが，移動・配達

費用面での無駄も解消されるため，総余剰は増

加するのである．

　また命題3より，27’〉％のもとでは，いか

なる消費者の余剰も減少しない．この条件のも

とで小売業者の利潤を比べれば，
　　　3／s＝z42／（16’）　＜　7「2／（4’）　＝！！v

であるから，ネットチャネルの導入によって店

舗業者の利潤も増える．一方，ネット業者の利

潤はゼロであるが，導入によって減るわけでは

ない．さらに，自らの利潤を最大にしょうとす

る独占的生産者がネットチャネルを導入するな

らば，彼の利潤も増えている．したがって，条

件2T＞πもとでのネットチャネルの導入はパ

レートの意味での改善となる．条件2T＞％は

α〉うと置き換えられるから，ネットチャネル

の導入がパレートの意味での改善となる領域は，

図4のDの中でα〉ろを満たす領域となる．こ

れまでの議論から次の命題が導かれる．

命題5：当初分離均衡が成立していた状況でネ

ットチャネルが導入され，る場合，仮に27「〉π

であればパレートの意味での改善となる．

5．結び

　本稿では，生産者の立場から，いかなる状況

においてネットチャネルを導入し，それをいか

にコントロールするか？　そして，そのことが

経済厚生に及ぼす効果について考察した．当初，

店舗業者のみが存在する状況では，命題1に示

されるように，消費者の移動費用が高（低）けれ

ば，生産者は小売段階で分離均衡（キンク均衡）

が成立するように出荷価格を設定する．分離均

衡が選択される場合には，一部の消費者は財を

購入しない．インターネットの普及に伴い，ネ

ットチャネルを利用できるようになると，命題

2に示されるように，消費者の移動費用が高く

かつ配達費用が低い場合には，生産者はネット

チャネルを導入する．この命題は「店舗システ

ムの効率が悪く，ネットチャネルの効率が良い

ときに，それが導入される」という当然の主張

にすぎない．

　このことは，なぜ日本では，米国と比べて

EC化率が低いのかを説明する．米国の国土面
積は日本の20倍以上であるにもかかわらず，

小売店舗数は日本の方が多い．したがって，日

本の単位面積あたりの小売店舗数は，米国と比

べて著しく多くなっている．その結果，日本で

は店舗間の距離が短く，単位距離（店舗間の距

離）あたりの移動費用’は配達費用丁に比べっ

て相対的に低くなっている．したがって，多く

の消費者が店舗業者から購入しており，ネット

チャネルを導入することによる販売量の増加が

見込めない．この状況では，生産者がネットチ

ャネルを導入しようとする誘因は小さくなる．

したがって，日本のEC化率は，米国と比べて
低くなっているのである．

　また，導入前にキンク均衡が成立していた状

況では，ネットチャネルの導入は消費者厚生を

悪化させる．というのは，ネット価格が留保価

格と一致しているため，導入後に新たに財を購

入する消費者の余剰がゼロであるのに対し，店

舗価格が引き上げられることによって（このこ

とは店舗業者の商圏を縮小する），店舗で買う

消費者の余剰が減るからである．もっとも，こ

の結論は独占的生産者の仮定に依存しており，

複数の生産者の間で競争が行なわれるならば，

ネット価格が下がるから消費者厚生は向上しよ

う．一方，導入前の小売段階で分離均衡が成立

していた状況では，仮に配達費用がある程度高

ければ，導入後のネット業者向けの出荷価格

認＝π一丁が低下する．さらに転売を防止す

るための条件zげ＝ωNより，店舗業者に対す

る出荷価格も低くなる．そのため，店舗価格が

低下する結果，消費者余剰が改善される．命題

3は，「独占的生産者が自らの利益のために，

効率の悪いネットチャネルを導入するとき，い

かなる消費者の余剰も減少しない」という逆説

的な主張を導いている点で興味深い．また，生

産者がネットチャネルを導入するということは，

彼の利潤も増えることを意味するから，このと

きには独占的生産者の利害と消費者の利害が一

致することになる．
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　命題4の前半部分は，「店舗システムの効率

が低いとき，効率の高いネットチャネルの導入

によって経済厚生が増加する」と考えれば，当

然の主張である．他方，導入前に分離均衡が成

立していた状況では，配達費用がある程度高け

れば，当初購入しなかった消費者だけがネット

チャネルを利用することになり，移動・配達費

用面での無駄が生じないため，経済厚生が増加

する．さらに，このときの販売業者の利潤も増

加するので，命題5に示されるように，ネット

チャネルの効率性がある程度悪い状況では，独

占的生産者によるネットチャネルの導入はパレ

ートの意味での改善となる．

　本稿では，カタログを含むネット通販の導入

条件やそのことが経済厚生に及ぼす効果につい

てのモデルを提示した．このモデルの発展とし

てさまざまな研究方向が考えられる．まず第1

に，ネットチャネルの導入前後において，店舗

業者が立地を自由に選択できる状況への拡張が

ある．また，複数の生産者がチャネル間競争を

行う状況，さらには，販売業者が店舗販売とネ

ット販売を併用する状況を検討する必要もあろ

う．これらの点は，今後の研究課題である．

　　（投稿受付2007年10月16日・最終決定2009
　　年7月8日，京都大学大学院経営管理研究
　　部・日本学術振興会外国人特別研究員・大阪
　　府立大学経済学部）

　注

　1）　フランチャイズ料を徴収可能な状況については，

成生・王（2008）を参照のこと．

　2）現物を見てから購入するのとは異なり，ネット

業者から購入する際には，配達の遅れや品質の不確実

性のため，消費者が不効用を感じるかも知れない．T

はこの種の不効用を表すパラメーターとして解釈する

こともできる．この点を考慮した研究としてはAiura

（2007）などがある．具体化のため，本稿ではτを配

達費用として扱うが，一般的にはネット業者から財を

購入する際にかかる費用と考えることができる．

　3）　（2）式の最下行は，店舗業者0がすべての消費

者に販売する状況を表しており，店舗業者1は販売し

ていない．以下では，この状況を仮定により排除する．

　4）　91＝1一島とおけば，店舗！についても同様に

分析することができる．

　5）　このような対称均衡は，生産者がテリトリー制

を導入し，各店舗業者に1／2ずつをテリトリーとして

与えることによっても実現することができる，

　6）仮にz〃＝％一3∫／2とすれば，生産者の利潤は

銘一3’／2であり，キンク均衡のもとでの利潤μ一’を

下回る．
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　7）　生産者がネット業者数を選択できるならば，フ

ランチャイズ料を徴収不可能な彼は，二重マージンを

回避するために，複数のネット業者と取引きする．

　8）　ネット業者の利潤関数は〃，＝（カθ一τ一観）g、

であり，（9）式はゼロ利潤条件より導かれる．

　9）仮に生産者が出荷価格ωを［　　十　　　　一”z7，”zγ］の問

に設定すれば，小売段階では2節のキンク均衡が成立

し，また”を〃37一より低く設定すれば，小売段階で

は競争均衡が成立する．

　10）　店舗業者がネット販売も併用する場合，ネッ

ト販売用に仕入れた財を店舗で売ることは常に可能で

ある．転売が生じない場合については，王（2007）を参

照のこと．ネット業者から店舗業者への転売が行われ

る場合，配達費用は規模の経済性によって低くなると

考えられ，本稿では単純化のために，このような業者

間の輸送費用をゼロとしている．
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